様式第７号

	開発行為変更許可申請書

令和　　年　　月　　日　　

　( 宛 先 )岡　崎　市　長
(申請者) 住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
(名称及び代表者氏名)　　　　　　　　　　　

電　話　(　　　　)　　　　　―　　　　　　
都市計画法第35条の２第１項の規定により、開発行為の変更の許可を申請します。

	
	開発行為の変更の概要
	開発区域に含まれる地域の名称
	岡崎市
	　

	
	
	開発区域の面積
	平方メートル
	

	
	
	予定建築物等の用途
	
	

	
	
	工事施行者の住所及び氏名

(名称及び代表者氏名)
	
	

	
	
	都市計画法第34条の該当号及び該当する理由
	
	

	
	
	その他必要な事項
	
	

	
	開発許可年月日及び許可番号
	　　　　年　　月　　日　　　岡崎市指令建指第　　 　　号
	

	
	変　更　の　内　容
	旧
	
	

	
	
	新
	
	

	
	変　更　の　理　由
	
	

	
	※　受　付　番　号
	　　　　年　　月　　日　　　岡崎市指令建指第　　 　　号
	

	
	※　変更の許可に付した条件
	
	

	
	※　変更の許可の許可番号
	　　　　年　　月　　日　　　岡崎市指令建指第　　 　　号
	

	
	※ 手 数 料 欄
	手数料の支払いは、窓口で交付する納付書によります。
	※　受　付　欄
	
	

	注　裏面をよく読んでから記入してください。


備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。
（裏面）
〔注意事項〕

○　許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載してください。

○　「開発区域に含まれる地域の名称」欄は、字、地番等省略せずに列記してください。

○　「開発区域の面積」の欄は、小数点第３位を切り捨てした数値を記載してください。

○　「予定建築物の用途」の欄は、専用住宅、共同住宅、○○店舗、○○工場、コンクリートプラント等具体的に記入してください。
○　「都市計画法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内で行われる場合に記載してください。

　（例）法第34条第12号　岡崎市開発行為の許可等に関する条例別表14項　既存の宅地における開発行為等
○　「その他必要な事項」の欄は、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載してください。









